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上場会社に対する自主規制の概要について 

 

 

１．実効性を確保するための措置の概要 
 

適時開示等規則では、その実効性を確保するため、適時開示等規則の違反行為などに対して、

特設注意市場銘柄の指定や、改善報告書・改善状況報告書の提出、開示注意銘柄の指定、公表措

置などの措置を講ずることができることを定めています。 

 

〔実効性を確保するための措置〕 

・特設注意市場銘柄への指定 

・改善報告書 

・開示注意銘柄への指定 

・公表措置 

 

（１）特設注意市場銘柄 

名証は、以下に掲げる場合であって、かつ、当該上場会社の内部管理体制等について改善の

必要性が高いと認めるときは、当該上場会社が発行者である上場株券を特設注意市場銘柄に指

定することとしています。 

 

・ 上場会社が以下に掲げる上場廃止基準の各号に該当するおそれがあると名証が認めた後、

当該各号に該当しないと名証が認めた場合 

 

株券上場廃止基準第２条第１項第９号の２ 支配株主との取引の健全性の毀損 

株券上場廃止基準第２条第１項第１１号 虚偽記載又は不適正意見等 

株券上場廃止基準第２条第１項第１２号 上場契約違反等 

株券上場廃止基準第２条第１項第１９号 反社会的勢力の関与 

株券上場廃止基準第２条第１項第２０号 公益又は投資者保護 

 

・ 上場会社が適時開示・企業行動規範に係る改善報告書を提出した場合において、改善措

置の実施状況及び運用状況に改善が認められないと名証が認めたとき 

 

特設注意市場銘柄へ指定されている上場株券の発行者である上場会社は、当該指定から１年

を経過するごとに、内部管理体制の状況等について記載した「内部管理体制等確認書」を提出

することが義務づけられます。この「内部管理体制等確認書」は、有価証券上場規程に関する

取扱い要領２第１号に規定する「上場申請のための有価証券報告書（Ⅱの部）」に準じて作成

することが義務づけられています。 

名証は、上場会社より提出された内部管理体制等確認書の内容等に基づき審査を行い、内部

管理体制等に問題があると認められない場合には、その指定の解除を行うこととしています。

ただし、上場会社が内部管理体制等確認書の提出を速やかに行わない場合や、提出された内部

管理体制等確認書の内容が明らかに不十分であると名証が認める場合は、内部管理体制等に問

題があるものとして取り扱います。 

なお、特設注意市場銘柄に指定された上場株券の発行者である上場会社に対し、名証が必要

と認めて内部管理体制等に関し照会を行った場合には、直ちに照会事項について正確に報告す

ることが義務づけられています。 
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【適時開示等規則第４７条関係】 

 

特設注意市場銘柄の指定は、以下の事項その他の事情を総合的に勘案して行うこととしてい

ます。 

 

○ 上場廃止基準に該当するおそれの場合 

・ 上場廃止基準に該当するおそれがあると認めた事象の内容、経緯、原因及びその情状 

 

○ 改善報告書を提出した場合 

・ 改善報告書の提出を求めた事象の内容、経緯、原因及びその情状 

・ 改善報告書に記載された改善措置の実施状況及び運用状況 

 

特設注意市場銘柄の指定の解除に係る内部管理体制等に問題があるかどうかの認定は、以下

の事項その他の事情を総合的に勘案して行うこととしています。 

 

・ 内部監査又は監査役による監査など、業務執行に対する監査の体制の状況及び当該監査

の実施の状況 

・ 経営管理組織又は社内諸規則の整備などの内部管理体制の状況 

・ 経営に重大な影響を与える事実等の会社情報の管理状況及び当該会社情報に係る適時開

示体制の状況 

・ 企業行動規範の「遵守すべき事項」に係る規定の遵守を確保するための体制の状況 

・ 有価証券報告書の作成その他会計に関する社内組織の整備及び運用の状況 

・ 法令等の遵守状況 

・ 特設注意市場銘柄の指定後における上場管理に係る規定の遵守状況 

 

なお、以下のいずれかに該当する場合は、上場契約について重大な違反を行ったものとして、

上場が廃止されることとなります。 

 

・ 特設注意市場銘柄に指定されている上場会社が、当該指定から３年を経過した場合で、

かつ、当該内部管理体制等に引き続き問題があると名証が認めるとき 

・ 名証が、内部管理体制等確認書の提出を求めたにもかかわらず、内部管理体制の状況等

が改善される見込みがないと認める場合 

【株券上場廃止基準第２条第１項第１２号、同取扱い１（11）ｃ、ｄ】 
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（２）改善報告書・改善状況報告書 

 

【改善報告書・特設注意市場銘柄の適用関係（イメージ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 改善報告書制度は、特設注意市場銘柄に至らない段階の措置 

 

 

① 適時開示・企業行動規範に係る改善報告書 

 

名証は、以下に掲げる場合において、改善の必要性が高いと認められるときには、上

場会社に対して、その経過及び改善措置を記載した報告書（以下「改善報告書」という。）

の提出を求めることとしており、その場合、上場会社は、速やかに改善報告書の提出を

行うことが義務づけられています。 

 

・ 上場会社が適時開示に係る規定に違反したと名証が認める場合 

・ 上場会社が企業行動規範の「遵守すべき事項」に係る規定に違反したと名証が認め

る場合 

 

また、名証は、提出された改善報告書の内容が不十分であると認める場合には、当該

上場会社に対してその変更を要請し、当該改善報告書の再提出を求めることとしており、

その場合にも、上場会社は、速やかに改善報告書の提出を行うことが義務づけられてい

ます。 

なお、名証は、提出された改善報告書を公衆の縦覧に供するほか、名証ホームページ

などを通じて広く提供することとしています。 

【適時開示等規則第４８条関係】 

 

改善報告書の徴求の要否の判断は、以下の事項その他の事情を総合的に勘案して行う

こととしています。 

 

○ 適時開示に係る規定違反の場合 

・ 適時開示等された情報についての投資判断情報としての重要性 

・ 適時開示等が適正に行われなかった経緯、原因及びその情状 

・ 過去における適時開示に係る規定の遵守状況等 

改
善
報
告
書
の
提
出 

改善が 

認められない 

場合 

改善が 

認められる 

場合 

特設注意市場銘柄の 

適用対象 

追加の改善措置なし 
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例えば、以下のいずれかに該当する場合には、改善報告書徴求の判断要素として勘案

し、原則として改善報告書を徴求することとなります。 

 

ⅰ．過去２年間に、不適正な情報開示（開示遅延、開示内容の不備等）が認められ、

改善報告書を徴求するに至らないが、改善の必要性はあると名証が認め、その経

緯及び改善策を記載した書面（以下「経緯書」という。）を提出した上場会社が、

同程度以上の規則違反を犯した場合 

ⅱ．過去５年間に、改善報告書を提出した上場会社が、再度の規則違反を犯した場合 

 

また、例えば、以下のいずれかに該当する場合、その他の事情として改善報告書徴求

の判断要素として勘案し、原則として改善報告書を徴求することとなります。 

 

（ａ）開示注意銘柄の指定を受け、相当の期間内（１週間程度）にて適正な適時開示

を行わなかった場合 

（ｂ）経緯書を徴求したにもかかわらず、同書面が速やかに提出されない場合（２週

間程度）又は経緯書の記載内容が明らかに不十分な場合 

 

○ 企業行動規範の「遵守すべき事項」に係る規定違反の場合 

・ 企業行動規範の「遵守すべき事項」に係る規定に違反した経緯、原因及びその情状 

・ 過去における 企業行動規範の「遵守すべき事項」に係る規定の遵守状況等 

 

なお、以下のいずれかに該当する場合は、上場契約について重大な違反を行ったもの

として、上場が廃止されることとなります。 

 

・ 上場会社が改善報告書の提出の求めに応じない場合 

・ 上場会社に対して改善報告書の提出を求めたにもかかわらず、会社情報の開示の

状況等が改善される見込みがないと名証が認めた場合 

【株券上場廃止基準第２条第１項第１２号、同取扱い１（11）ａ、ｂ】 

 

 

② 適時開示・企業行動規範に係る改善状況報告書 

 

上場会社が、改善報告書を提出した場合は、当該改善報告書の提出から６か月経過後

速やかに、改善措置の実施状況及び運用状況を記載した改善状況報告書を提出すること

が義務づけられています。 

また、提出された改善状況報告書は公衆の縦覧に供するほか、名証ホームページなど

を通じて広く提供することとしています。 

改善状況報告書の提出にあたっては、改善措置の実施状況及び運用状況の確認のため、

必要な資料の徴求や閲覧、照会、面談などを実施し、当該改善状況報告書の記載内容が

明らかに不十分であると名証が認める場合には、改善報告書の提出を求めることとして

います。 

また、上記の提出に加えて、改善報告書の提出から５年が経過するまでの間に名証が

必要と認める場合は、必要の都度、改善措置の実施状況及び運用状況に関して改善状況

報告書を提出することが義務づけられています。 

なお、改善報告書を提出した上場会社に対し、名証が必要と認めて改善措置の実施状
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況及び運用状況の照会を行った場合は、直ちに照会事項について正確に報告することが

義務づけられています。 

【適時開示等規則第４９条関係】 

 

③ 書類の提出等に係る改善報告書 

 

名証は、上場会社が適時開示等規則に基づく書類の提出等を適正に行わなかった場合

において、改善の必要性が高いと認めるときは、上場会社に対して、改善報告書の提出

を求めることができることとしており、その場合、上場会社は、速やかに改善報告書の

提出を行うことが義務づけられています。 

また、名証は、提出された改善報告書の内容が不十分であると認める場合には、当該

上場会社に対してその変更を要請し、当該改善報告書の再提出を求めることとしており、

その場合にも、上場会社は、速やかに改善報告書の提出を行うことが義務づけられてい

ます。 

【適時開示等規則第５０条関係】 

 

④ 第三者割当等に関する確約に係る改善報告書 

 

名証は、上場会社が、適時開示等規則第２１条の規定に基づく第三者割当等により割

り当てられた募集株式の譲渡の報告等に係る確約に関し、募集株式の譲渡の報告及びそ

の確約等を適正に行わなかった場合には、上場会社に対して、改善報告書の提出を求め

ることができることとしています。 

また、提出された改善報告書は、名証が必要かつ適当であると認めるときは公衆の縦

覧に供することとしています。 

【適時開示等規則第５１条関係】 

 

 

（３）開示注意銘柄 

名証は、上場会社が、適時開示等規則に基づく会社情報の開示を直ちに行わない状況にある

と認められる場合において、当該事実が開示されていないことを周知させる必要があると認め

られるときには、当該開示が行われるまでの間、開示注意銘柄に指定して、開示すべき事項が

開示されていない旨を名証が公表することとしています。 

【適時開示等規則第５２条、同取扱い２２】 

 

開示注意銘柄への指定は、以下のａ．又はｂ．に該当する場合に行うこととしています。 

 

ａ．適時開示が求められる会社情報（下記（ａ）～（ｃ））が発生している場合で、かつ、

名証の開示の求めに対して、原則として上場会社が当日中に応じないと認められると

き。 

（ａ）上場会社の情報（決定事実、発生事実、決算情報、業績予想の修正等）の発生 

（ｂ）子会社の情報（決定事実、発生事実、業績予想の修正等）の発生 

（ｃ）非上場の親会社等の情報（決定事実、発生事実、決算情報）の発生 

 

ｂ．会社情報に関する名証からの照会に係る事実について名証が開示を求めた場合や、開
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示内容について変更・訂正が必要となった場合で、かつ、下記（ａ）又は（ｂ）に該

当するにもかかわらず、その旨の開示を直ちに行わない状況にあると認められるとき。 

（ａ）企業の存続性や上場の維持に係る報道又は噂が流布されている場合等で、投資

者の投資判断に重大な影響を与えることが明らかである場合 

（ｂ）上場有価証券において大幅な価格変動（制限値幅に対して５０％程度又は基準

値段に対して１０％程度の変動（＊））が生じている場合で、当該価格変動と

関連性の高い情報が流布されている場合 

 

（＊）運用にあたっては、全般的市況、銘柄の特性等を考慮して対処します。 

 

 

（４）公表措置 

名証は、以下に掲げる場合であって、必要と認めるときは、その違反行為について公表措置

を請ずることができることとしています。 

 

・ 上場会社が適時開示に係る規定に違反したと名証が認める場合 

・ 上場会社が企業行動規範の「遵守すべき事項」に係る規定に違反したと名証が認める

場合 

・ 上場会社が会社法第３３１条、第３３５条、第３３７条又は第４００条の規定に違反

した場合 

【適時開示等規則第５３条関係】 

 

公表措置の要否の判断は、次に掲げる事項その他の事情を総合的に勘案して行うこととして

います。 

 

○ 適時開示に係る規定違反の場合 

・ 適時開示等された情報についての投資判断情報としての重要性 

・ 上場会社が適時開示等規則第２章の規定に違反した経緯、原因及びその情状 

・ 当該違反に対して名証が行う処分その他の措置の実施状況 

 

○ 企業行動規範の「遵守すべき事項」に係る規定違反の場合 

＜第三者割当に係る遵守事項＞ 

・ 適時開示等規則第３４条各号に規定する手続の実施状況及び当該手続の内容 

＜株式分割等＞ 

・ 株式分割等の比率、株式分割等実施後の投資単位その他の株式分割等の態様等 

＜ＭＳＣＢ等の発行に係る遵守事項＞ 

・ ＭＳＣＢ等の行使条件、発行数量及び当該発行に伴う株式の希薄化の規模、月間

の行使数量に関し講じられる措置の内容 

＜買収防衛策の導入に係る遵守事項＞ 

・ 買収防衛策の内容、その開示状況 

＜ＭＢＯ等の開示に係る遵守事項＞ 

・ 適時開示等規則第３８条に規定する公開買付けに関して行う意見の公表又は株主

に対する表示についての開示における公正性を担保するための措置及び利益相反

を回避するための措置の開示状況 

＜内部者取引の禁止＞ 
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・ 適時開示等規則第３９条の規定の違反の内容、当該違反が行われた経緯、原因及

びその情状並びに内部者取引の未然防止に向けて必要な情報管理体制の整備状況 

＜反社会的勢力の排除＞ 

・ 適時開示等規則第４０条の規定の違反の内容、当該違反が行われた経緯、原因及

びその情状並びに反社会的勢力による関与を防止するための社内体制の整備状況 

＜流通市場の機能又は株主の権利の毀損行為の禁止＞ 

・ 流通市場の機能又は株主の権利の毀損の状況 

 

 

２．上場廃止 
 

株券上場廃止基準では、上場株券の絶対流通量が不足し公正な価格形成が困難になったときや

上場会社がいわゆる倒産の状態となったとき、上場契約の重大な違反を行ったときなどは、当該

株券は、上場廃止基準に該当することとなり、上場が廃止されることとなります。名証では、上

場株券が上場廃止基準に該当するおそれがある場合には、当該株券を監理銘柄に指定し、その事

実を周知することとしています。また、上場廃止が決定された場合には、当該株券を整理銘柄に

指定し、一定期間（原則として１か月間）整理売買を行うこととしています。 
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上場廃止基準（市場第一部・第二部。号数は株券上場廃止基準第２条第１項の号数を指す。） 

第１号 株主数 １５０人未満（猶予期間１年） 

流通株式数 １，０００単位未満（猶予期間１年） 

第２号 

流 
通 
株 
式 

流通株式比率 ５％未満（所定の書面を提出する場合を除く）（猶予期間

なし） 

第３号 売買高 最近１年間の月平均売買高が３単位未満 

第４号 

上場時価総額 

５億円未満である場合において、９か月（所定の書面を３か月以内に提出

しない場合は３か月）以内に５億円以上とならないとき又は上場株式数に２

を乗じて得た数値未満である場合において、３か月以内に当該数値以上とな

らないとき 

第５号 債務超過（２年間） 

第６号 銀行取引の停止 

第７号 破産手続、再生手続又は更生手続又はこれに準ずる状態 

第８号 事業活動の停止又はこれに準ずる状態 

第９号 不適当な合併等 

第９号の２ 支配株主との取引の健全性の毀損 

第10 号 有価証券報告書又は四半期報告書の提出遅延 

第11 号 虚偽記載又は不適正意見等 

第12 号 上場契約の重大な違反、宣誓事項の重大な違反 

第13 号 株式事務代行機関への不委託 

第14 号 株式の譲渡制限 

第15 号 完全子会社化 

第16 号 指定振替機関における取扱い非対象 

第17 号 株主の権利の不当な制限 

第18 号 株式の全部取得 

第19 号 反社会的勢力の関与 

第20 号 その他（公益又は投資者保護） 
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３．公認会計士等に事情説明を求める場合の協力義務 
 

名証では、上場廃止に係る事項（例えば、虚偽記載）について必要と認めた場合には、財務諸

表等又は四半期財務諸表等の監査証明等を行う公認会計士等（当該公認会計士等であった者を含

む。）に対して、事情説明等を求める場合があります。このような場合においては、当該上場会

社は公認会計士等が名証に対し事情説明がしやすいよう協力することが義務づけられています。 

【株券上場廃止基準第３条の４第１項】 

 

なお、上記事情説明等を公認会計士等に求める場合には、当該上場会社は、当該公認会計士等

が事情説明等に応じることについて同意する旨を記載した書面を速やかに名証に提出すること

が義務づけられています。 

【株券上場廃止基準第３条の４第２項】 

 

※ 上場会社が上記同意書の提出を拒んだり、遅延させた場合には株券上場廃止基準第２条第１

項第１２号（上場契約違反等）に該当するおそれがありますので、十分に注意してください。 

 

 

４．有価証券の売買等の審査 
 

名証では、上場に関わる自主規制業務のほかにも、その開設する金融商品市場における有価証

券の売買等の公正の確保を図るための調査に係る自主規制業務として、インサイダー取引をはじ

めとする法令諸規則に違反する取引行為に係る売買審査を行っています。 

 

（１）会社情報の公表に至る経緯に関する報告義務 

名証では、有価証券の売買等の公正の確保を図るための調査のため必要があると認める場合

には、上場会社に対し、会社情報の発生から公表に至る経緯等について照会を行います。 

上場会社は、名証が、有価証券の売買等の公正の確保を図るための調査のため必要があると

認めて、会社情報の発生から公表に至る経緯等について照会を行った場合を含め、上場株券の

売買管理上必要と認めて照会を行った場合については、照会事項について正確に報告すること

が義務づけられています。 

【適時開示等規則第１５条第４項】 

 

 

（２）上場会社に対する注意喚起 

名証は、有価証券の売買等の審査の結果、上場会社の行為が法令に違反する行為若しくは法

令に違反する行為に該当するおそれのある行為であると認めたときや、会社情報に係る不公正

取引の防止のための社内体制（＊）が十分でないと認めた場合において必要があると認めたと

きは、当該上場会社に通告し、注意喚起等を行います。 

 

（＊）適時開示等規則第４５条に定める「役員、代理人、使用人その他の従業者による

金融商品取引法第１６６条及び同法第１６７条の遵守を確保するために必要な情

報管理体制」を含みます。 

【有価証券の売買等の審査に関する規則第７条】 
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以 上 


